
「若者の消費者被害の心理的要因からの分析に係る検討会」開催要領 

 

１．趣旨 

 マルチ商法等にみられるように、若者が消費者被害にあう要因としては、若者が合理

的な判断をすることができない状態に陥っているなど、心理的要因が挙げられる。この

ため、若者の消費者被害について、ヒアリング調査等を通じて被害の現状、被害にあう

要因等を主に心理的要因から調査分析し、対応策を検討する。 

 

２．検討項目 

（１）若者が合理的な判断ができない状態に陥り被害に遭う心理的な要因について 

・被害に遭う心理的な要因について調査・分析 

・マインドコントロール等、のめり込んでしまい被害が深刻化する若者について 

（２）若者が被害に遭う現状および要因 

   ・マルチ商法等の被害の現状や、被害に遭い易い社会的背景など分析 

   ・被害者救済に関する法的問題点（意思表示理論からみた考察） 

（３）対応策について 

（４）その他 

 

３．検討会の進め方 

  平成30年６月をめどに取りまとめを行う。 

 

４．委員等 

 （１）委員は、別紙の者で組織する。 

なお、出席が難しい場合は代理出席を認める 

（２）検討会の座長は、消費者行政新未来創造オフィス担当室長の同意を得た上で、消

費者調査課長があらかじめ指名する者とする。 

 （３）座長は、検討会を統括する。 

 

５．運営 

 （１）検討会の庶務は、消費者調査課及び消費者行政新未来創造オフィスにおいて処理

する。 

 （２）座長は、必要があると認めるときは、委員以外の関係者に検討会への出席を求め、

意見を聴くことができる。 

（３）検討会は、原則として公開とする。ただし、特段の理由があると座長が認めた場合 

は、検討会の全部又は一部を非公開とすることができる。 

（４）検討会の資料は、原則として検討会終了後速やかに消費者庁ウェブサイトにより 

公表する。ただし、特段の理由があると座長が認めるとき、その他正当な理由があ 

ると認めるときには、資料の全部又は一部を公開しないことができる。 

（５）検討会の終了後、議事録を作成し、これを公表するものとする。 

（６）この要領のほか、検討会の運営に関し必要な事項は、座長が別に定める。 
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（別紙：平成 30 年５月 24 日以前） 


